
かわさき水ビジネスネットワーク・かわさきグリーンイノベーションクラスター・ＵＮＩＤＯ共催フォーラム 

アジア地域の排水管理の課題と求められる技術 

 

○ 主催：かわさき水ビジネスネットワーク（かわビズネット） 

かわさきグリーンイノベーションクラスター（クラスター） 

国際連合工業開発機関（ＵＮＩＤＯ）東京事務所 

○ 日程：2017年 11月24日（金） 

○ 時間：13時 30分～16時 45分（13時受付開始） 

○ 場所：川崎市スポーツ・文化総合センター（カルッツかわさき）会議室 

 

プログラム 

≪開会≫ 

□ 開催挨拶 【13:30～13:35（05分間）】 三浦淳 川崎市副市長 

□ 開催挨拶 【13:35～13:40（05分間）】 安永裕幸 ＵＮＩＤＯ東京事務所長 

 

≪Session1：かわビズネット・クラスターの取組紹介≫ 

□ 報 告 ① 【13:40～13:50（10分間）】 かわビズネット（川崎市上下水道局） 

□ 報 告 ② 【13:50～14:00（10分間）】 クラスター（川崎市経済労働局） 

 

≪Session2：各国紹介≫ 

□ 報 告 ① 【14:00～14:10（10分間）】 ミャンマー 

□ 報 告 ② 【14:10～14:20（10分間）】 インドネシア 

□ 報 告 ③ 【14:20～14:30（10分間）】 インド 

□ 報 告 ④ 【14:30～14:40（10分間）】 カンボジア 

 

≪休 憩≫  【14:40～14:45（０５分間）】 

 

≪Session3：個別相談会≫ 

  □ 相 談 会 【14:45～16:45（120分間）】 

   ※ 個別相談会の形式は、各国毎にテーブル・椅子を用意し、招聘者と面談して頂きます。 

一社当あたりの相談時間は、15 分～20 分程度を目安としてください。当日の様子を

見て、スタッフが時間配分させていただきます。参加企業が少数（10社以下）の場合

は、懇談会（ラウンドテーブル）形式で実施する場合もあります。 

※ 個別面談会の待機場所として、交流スペースを設置いたします。参加者との交流にご活

用ください。 

 

 

 



人数 団体 団体名 所属 役職 氏名

1 1 株式会社ウェルシィ 海外事業推進室 係長 佐原　絵美

2 株式会社ウェルシィ 海外事業推進室 担当部長 安田　直樹

3 2 株式会社 映心 海外事業部 エロディー・レンダ

4 3 エックス都市研究所 国際コンサルティング グループ長 渡辺　泰介

5 4 NECプラットフォームズ IoTビジネス本部 マネージャ 若尾　一広

6 5 オリジナル設計株式会社 海外事業部 住吉　洋一郎

7 オリジナル設計株式会社 施設本部 東日本施設部 施設三課 課長補佐 伊藤　淳一

8 6 オルガノ(株) 機能商品事業部 薬品部 部長 柴田　芳昭

9 7 一般社団法人 海外環境協力センター(OECC) 研究員 隅越　昌枝

10 一般社団法人 海外環境協力センター(OECC) 主任研究員 粕谷　泰洋

11 一般社団法人 海外環境協力センター(OECC) 主任研究員 古宮　祐子

12 8 機動建設工業株式会社 国際事業部 課長代理 ホンゴ　エディ

13 9 協和機電工業株式会社 営業本部　技術営業 部門長補佐 東都　雅典

14 10 （株）クボタ 水環境インフラ総括部　海外事業推進グループ グループ長 吉川　浩臣

15 （株）クボタ 水環境インフラ総括部 高橋　銀太郎

16 11 株式会社グローバルメディア 常務取締役 横瀬　英祐

17 12 （株）建設技研インターナショナル 環境部 岡野　誠志

18 13 株式会社研電社 薬品部 BUI THI THU HIEN

19 14 超え環境ビジネス株式会社 代表取締役 冨澤　昌雄

20 15 株式会社サン・フレア リサーチ＆コンサルティング本部 シニアコンサルタント 冨永　秀明

21 16 柴田科学株式会社 営業部マーケティング課 中島　万季

22 17 JICA帰国専門家連絡会かながわ 理事長 福田　信一郎

23 JICA帰国専門家連絡会かながわ 会員（技術士） 田篭　勝美

24 18 株式会社長大 事業企画部 担当部長 高橋　臣仁

25 株式会社長大 事業推進本部 レクインガー

26 19 テクノ・モリオカ株式会社 代表取締役社長 吉田　圭樹

27 テクノ・モリオカ株式会社 水処理機器事業 主任 髙木　陽祐

28 テクノ・モリオカ株式会社 計測機器事業 木下　智文

29 20 テスコ株式会社 海外事業部 次長 布目　正浩

30 テスコ株式会社 海外事業部 部長代理 小畑　和樹

31 21 東京農業大学大学院 農学研究科農業工学専攻　修士2年 大学院生 三澤　慶

32 22 東芝インフラシステムズ 株式会社 水・環境システム事業部 水・環境システム海外営業部 主務 三根　明浩

33 23 東レエンジニアリング株式会社 エレクトロニクス事業本部第二事業部 営業部長 木本　和之

34 24 株式会社栃木日化サービス 顧問 岩井　満

35 25 巴工業株式会社 海外営業部営業課 一般課員 大森　崇雅

36 26 (株)日水コン 経営企画本部経営企画部 兼　海外本部海外技術統括部 担当課長 前田　千夏

37 27 日本工営株式会社 コンサルタント海外事業本部環境・水資源事業部環境技術部 技師 中野　博史

38 28 二ホンドレン 国際部顧問 稲留　偉稀

39 29 日本無線(株)  ソリューション事業部　技術統括部　新技術推進グループ 屋宜　秀行

40 日本無線(株)  ソリューション事業部　技術統括部　新技術推進グループ 髙木　延寿

41 日本無線(株)  ソリューション事業部　技術統括部　新技術推進グループ 岡島　健

42 30 日立造船株式会社 環境事業本部　プラント第２営業部 担当部長 田畑　健一

43 31  株式会社ファーストライト 代表取締役 北澤　健治

44 32 NPOマクロエンジニアリング研究機構 代表理事 北見　辰男

45 33 三菱化工機株式会社 企画本部　研究開発部 一般社員 中村　光彦

46 34 三菱ケミカルアクア・ソリューションズ株式会社 エンジニアリング事業部　海外推進Ｇ 部長 坂田　幸仁

47 35 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 クリーン・エネルギー・ファイナンス部 シニアコンサルタント 縫部　敦子

48 36 ㈱ 森エンジニアリング 東京支店 顧問 網野　信重

49 37 横浜銀行 川崎支店 公務渉外調査役 永盛　敦夫

50 横浜銀行 川崎支店 法人渉外 山本　真悠子

51 38 吉澤石灰工業株式会社 葛生工場　製造部　技術グループ 細野　拓也

52 39 ランドソリューション株式会社 環境ソリューション部門　営業開発室 渡辺　英喜

53 40 個人コンサルタント 川島　幸雄

53 40

フォーラム参加者名簿



川崎市上下水道局の国際展開の取組



本日の内容

1   川崎市上下水道局の概要

2   上下水道分野における国際展開

・官民連携による国際展開

・技術協力による国際貢献



川崎市上下水道局の概要

◆川崎市組織機構図

川
崎
市
長

副市長 総務企画局

財政局

経済労働局

環境局

・
・
・

上下水道
事業管理者

病院事業
管理者

教育長

上下水道局

病院局

教育委員会
事務局

○ 上下水道局が水道事業，工業用

水道事業と下水道事業を経営

１７局
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川崎市上下水道局の概要

給水開始：1921年

給水人口：1,495,999人

給水能力：758,200 /日

浄水場数：1

配水管延長：2,404km

水 道

下水道

給水開始：1937年【日本初】

給 水 先 ：58社80工場

給水能力：520,000 /日

浄水場数：2

配水管延長：44.095km

供用開始：1935年

処理人口：1,487,834人

処理能力：918,000 /日

処理場数：4

管きょ延長：3,120km

工業用水道

2016年度
データ

◆水道・工業用水道・下水道の一体運営
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世界の水環境改善への貢献

官民連携による国際展開

■ 世界の水環境の改善 ■ 市内企業の国際競争力の強化

■ 人材育成による組織力の向上 ■ 川崎市のプレゼンス向上

技術協力による国際貢献

基 本 方 針

基 本 目 標

期待する効果

連携

上下水道分野の国際展開

川崎市では、世界の水環境改善に貢献するため、「官民連携による国際展開」と「技術協力に

よる国際貢献」の２つの方針に基づき、国際展開を推進しています。
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官民連携による国際展開

◆かわさき水ビジネスネットワークの活動

世界の水環境改善に向けて、官民が連携して水ビジネスを推進するプラットフォームと
して、「かわさき水ビジネスネットワーク」（KaWaBiz NET） を２０１２年８月に設立

KaWaBiZ NET  HPアドレス
http://www.kawabiznet.com

かわビズネット総会の様子
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◆かわさき水ビジネスネットワークの組織構成

会員内訳

民間企業等 自治体 合計

5９団体 1団体 ６０団体

協力団体内訳

関係省庁 関係団体 海外自治体 合計

3団体 ７団体 ２団体 1２団体

協力団体（関係省庁）

・厚生労働省
・経済産業省
・国土交通省

協力団体（関係団体）

・（独）国際協力機構
・（株）国際協力銀行
・（公社）日本水道協会
・（独）日本貿易振興機構

横浜貿易情報センター
・（公社）日本下水道協会
・（公財）川崎市産業振興財団
・国際連合工業開発機関

協力団体
（海外自治体）

・ダナン駐日代表部
・クィーンズランド
州政府駐日事務所

海 外

幹事会

・伊藤忠商事㈱
・川崎商工会議所
・JFEエンジニアリング㈱
・東芝インフラシステムズ㈱
・㈱みずほ銀行
・㈱横浜銀行
・川崎市

会 員
（水関連企業・団体）

６０団体

サ
ポ
ー
ト

サ
ポ
ー
ト

サ
ポ
ー
ト

（敬称略）

かわさき水ビジネスネットワーク（略称：かわビズネット）

役 員 ○会長：小泉明 首都大学東京都市環境学部特任教授 ○特別顧問：川崎市長、川崎商工会議所会頭

国 内

官民連携による国際展開
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◆ かわさき水ビジネスネットワークの活動モデル

スキーム構築・実施可能性調査 事業実施ニーズ把握

現地
調査

ﾆｰｽﾞ
把握

ﾁｰﾑ
形成

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ形成

実施可能
性調査

◆ ニーズ調査

◆ G to G関係に基づく
ニーズ調査の支援

◆ ミッション団の派遣

◆調査・事業実施に向けたチーム形成のコーディネート

◆ G to G 関係の構築による調査・事業実施の環境整備

◆上下水道の事業運営に係る技術・ノウハウの提供

◆国・関係団体と協力した政策・制度面での支援

◆ メール配信やＨＰを通じた情報提供 ◆国際展示会等でのかわビズネットＰＲ

◆ ＨＰを通じた国内外への情報発信 ◆セミナー、交流会等の開催

水ビジネスの基本的な流れ

ニーズ把握 スキーム構築・実施可能性調査・事業実施

情報提供・情報発信

受注
事業化

建設
完成

運転
維持管理

官民連携による国際展開
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官民連携による国際展開

◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例

（１）インドネシア・バンドン市に関する取組

バンドン市水道公社総裁、排水部長等を
招聘し企業展開セミナーを開催(2017.3)

会員と川崎市による官民共同ニーズ調査を
実施(2017.10)

7



官民連携による国際展開

◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例

（３）オーストラリア・
クイーンズランド州
に関する取組

（２）ミャンマー・
ヤンゴン市
に関する取組

会員が、分散型下水道・中水道等導入可能
性調査を受注、川崎市がアドバイザーとし
て参画(2014.1)

会員と川崎市が、ＪＣＭ事業へ参画
(2017.8)
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官民連携による国際展開

◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例

（４）ベトナム・バリアブンタウ省に関する取組

会員の提案が厚生労働省に採択され、会員
と川崎市がコン・ダオ県の水環境改善に向
けた調査を実施(2014.10-2015.3)

会員の提案が国土交通省に採択され、会員
と川崎市がコン・ダオ県の下水道環境改善
に向けた調査を実施(2015.10-2016.3)
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官民連携による国際展開

国際展示会への出展（写
真は川崎国際環境技術展
2017）(2017.2)

長沢浄水場内広報施設「水と
かがやく未来館」かわビズ
ネットコーナー(2017.6～)

◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例

（５）その他 情報発信・ＰＲ等の取組

紹介パンフレット等の
ＰＲ媒体制作
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川崎市では、ＪＩＣＡ等からの要請に応じて、上下水道分野での職員の海外派遣や海外からの研修生
受入などの技術協力を実施し、上下水道を通じた健全な水循環を構築することで、開発途上国等の社
会・経済発展に貢献しています。

技術協力による国際貢献

◆技術協力による国際貢献

インドネシア・マカッサル市における地下漏水対策
実行能力向上プロジェクト (JICA:2017- )

川崎市は、ＪＩＣＡ草の根技術協力事業（地域活性化特別枠）に採択され、急速な経済発展を続け
るインドネシア・マカッサル市において、大きな課題となっている高い無収水率の削減に向け、地下
漏水対策のための支援を実施します。

11

実施期間：２０１７年度～２０２１年度（３年間）

実施体制：（日本側）川崎市上下水道局、かわさき水ビジネスネットワーク会員
（インドネシア側）マカッサル市水道公社

主な活動：本市職員等の派遣及び研修員受入により、以下の活動に取り組みます。
①パイロットエリアにおける地下漏水調査計画の作成支援、地下漏水
調査及び漏水修理工事の実行支援
②マカッサル市水道公社職員の地下漏水発見能力の向上支援
③マカッサル市水道公社職員の漏水修理技術の向上支援
④本事業の活動成果及び漏水防止に関する技術の共有・普及支援

マカッサル市での調査



ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト (JICA:2012-2017)

ラオス国において持続可能な水道事業運営を目指
すため、さいたま市、埼玉県、横浜市と共に職員を
派遣し、配給水管施設計画の分野等で技術支援を行
うとともに、川崎市にも研修生受入を行い、講義や
視察を実施しました。

現場技術支援

ベトナム・ホーチミン市下水道管理能力開発プロジェクト(JICA:2009-2010)

水質試験 ラオス研修生受入

ブラジル・サンパウロ無収水管理プロジェクト (JICA:2008-2010)

技術協力による国際貢献

ベトナムでの技術支援

下水道の管理体制の向上を図るため、ホーチミン市への技術職員の派遣と川崎市へ
の研修生の受入を行い、水処理技術や下水道管理について技術支援・研修等を行いま
した。水道の無収水削減による水資源の有効活用を図るため、サンパウロに技術職員
を派遣し、漏水管理等について技術支援等を行いました。

水道の無収水削減による水資源の有効活用を図るため、サンパウロに技術職員を派
遣し、漏水管理等について技術支援等を行いました。

◆技術協力による国際貢献

ブラジルでの国際セミナー
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上下水道分野における国際展開

49か国・地域から822名が訪問（2011～2016年度）

技術協力による国際貢献

川崎市の立地を活かし、世界各国からの研修生や視察者を上下水道施設に受け入れ、
研修等を実施

◆世界各国・地域から研修生・視察者を受入

下水道分野の海外展開拠点都市

水・環境ソリューションハブ（WES Hub）は、国土交通省の協力の下、日本の水・環境インフ

ラに関する政策と技術を海外に積極的に提供していく都市による連合体です。

川崎市は、国土交通省からWES Hubのハブ都市として2013年3月に認定され、研修や視

察の実施などで情報発信に取り組んでいます。
入江崎水処理セン
ターでの現場研修

日本の汚泥処理技術の
情報をベトナムで発信 13



ご清聴ありがとうございました
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1

環境ビジネス分野における
国際展開の取組

川崎市経済労働局

平成29年11月24日
UNIDO連携セミナー
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・ 2015年11月 COP21におけるパリ協定合意

・ 2016年12月 パリ協定の正式発効

環境ビジネスの市場は今後更なる拡大が期待。

環境ビジネスを取り巻く状況の変化

・ 2017年3月公表の環境ビジネス市場規模調査検討会
（環境省）による世界全体の環境ビジネス市場の将来推計

2015年 約1,000兆円 2050年 約2,500兆円
（推計）
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環境ビジネスの市場動向

出典：平成29年3月環境産業市場規模検討会報告書（環境省）
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環境汚染防止分野

出典：平成29年3月環境産業市場規模検討会報告書（環境省）
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地球温暖化対策分野

出典：平成29年3月環境産業市場規模検討会報告書（環境省）
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廃棄物処理・資源有効利用分野

出典：平成29年3月環境産業市場規模検討会報告書（環境省）
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出典：平成29年3月環境産業市場規模検討会報告書（環境省）

自然環境保全分野
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川崎市が取り組む３つのイノベーション

成長が期待される産業分野における取組を推進成長が期待される産業分野における取組を推進

超高齢化を迎えた
我が国において

環境先進都市の
特徴・強みを活かして

ライフイノベーション グリーンイノベーション

・高度な医療ニーズに対応
し、国際的な課題解決に
寄与

・日本経済の持続的な発展
を牽引

・低炭素化を推進し、
地球環境問題解決に
寄与

・活力ある産業活動を
支える

市内中小企業の優れた
技術力を応用して

ウェルフェアイノベーション

・利用者ニーズに応えた
福祉製品を創出し、
国内のみならずアジア
諸国の高齢化の課題解
決に寄与

・福祉産業の拡大と活性化
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●公害問題の発生と克服の経験
日本の高度経済成長時代（１９５０年代 ７０年代）、京浜工業地帯の中核として牽引した川崎では、負の側
面として大気汚染や水質汚濁など環境が急速に悪化、公害問題に苦しんだ。

経済成長著しいアジア諸国においても環境問題が深刻化。

【1960年代の川崎臨海部工業地帯の状況】

川崎市の「グリーンイノベーション」の原点
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４．環境技術を活かした国際貢献の推進

１．環境技術・環境産業の振興

２．優れた技術を活かす環境配慮の仕組みづくり

３．多様な主体の協働による環境技術を活かしたまちづくり

4
つ
の
柱

かわさきグリーンイノベーションクラスター

これらを効果的に進めるための
推進体制を構築

川崎市グリーン・イノベーション推進方針（2014年策定）
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川崎市環境局、上下水道局ほか関係局

JICA, JETRO, UNIDO, 国関係省庁、
川崎商工会議所、

川崎市産業振興財団等

水素ネットワーク

クラスター事務局
（経済労働局）

ＮＰＯ産業・環境創造
リエゾンセンター

大学
研究機関

環境関連技術・サービスを有する企業、
環境分野に進出予定の企業

かわさき水ビジネス
ネットワーク

「かわさきグリーンイノベーションクラスター」のネットワーク
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企業の「技術シーズ」（ハード）
+

自治体の「施策」「行政ノウハウ（規制・基準等）」（ソフト）
+

支援機関の専門的知見や支援制度

様々な「強み」を持ったプレイヤー間の連携。
自治体もプレイヤーの一人として新規環境ビジネスの創出を支援。

新たな環境ビジネス創出に向けた方程式？
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ネットワークの活用案件のパッケージ化

情報共有・情報提供

環境 水道
下水道

海外都市

「水分野」と「環境分野」をセッ
トにした案件の提案

クラスター
企業
団体

関係
省庁

支援
団体

大学 研究
機関

環境
企業

クラスターネットワーク
を活用したビジネスマッ
チング機会の創出など

クラスター 企業
団体

会員企業の技術・製品情報の共有や
メーリングリストによる各種情報の
発信など

国内

クラスター
+

企業・団体 共同研究・技術実証

クラスター会員
企業・団体

実証フィールド

環境技術に係る共同研究や市の
フィールドを使った実証など

「グリーンイノベーションクラスター」の活用例



14

JCMとは、日本が推進する二国間クレジット制度。

⇒ 低炭素技術の普及・対策により削減されたCO２を日本の排出削減
目標の達成に活用するもの。

「アジア低炭素社会実現のためのJCM案件形成可能性調査事業」

⇒ 低炭素社会の形成ノウハウを有する日本の自治体との都市間連携
により、面的な展開や継続的な案件形成を通じて「都市まるごと」の
低炭素社会構築を目指す事業。

２０１５年（平成２７年）８月、日本工営（株）・川崎市提案の「ヤンゴン市におけ
る都市間連携によるJCM案件形成可能性調査」が採択。

事例：環境省JCM（二国間クレジット制度）の活用
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ヤンゴン市

市長

川崎市

市長

かわさき水ビズネットワーク加盟
企業

広報情報局（PRID）
Public Relations & Information Dept.

都市計画局（CPLA）
公衆衛生局（PCCD）

経済労働局・国際経済推進室

環境局

上下水道局

かわさきグリーンイノベーション
クラスター加盟企業

都市間連携
に係る覚書
（MOU）の締結

両市による
各種都市間連携

活動の実施

川崎市内企業による
ヤンゴン進出支援
（JCM案件形成含）等

（2016年3月締結）

ヤンゴン経済連合会

ミャンマー民間企業
民間レベル
での交流

ミャンマー民間企業
による都市間連携や
JCM案件形成支援等

ヤンゴン市との都市間連携の実施イメージ



都市間連携を通じた「信頼」と「相互理解」の構築都市間連携を通じた「信頼」と「相互理解」の構築

都市間連携の取組



1) JCMを活用した低炭素プロジェクトの発掘、支援

2) ヤンゴン市の低炭素都市づくりに向けた技術協力、
情報交流

3) 環境分野における新規ビジネスの創出に向けた
支援

Win-Winの関係を目指す

低炭素まちづくりに向けた覚書の締結
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来年度の環境省JCM設備補助事業申請に向けた実施体制

EBARA THAILAND Limited(ETL)
・高効率ポンプの製造・販売
・メンテナンス契約

EPCコントラクター：
富士古河E&C (Myanmar)
・YCDCへポンプ納品
・据付け工事

納品・工事

発注

ポンプ発注

納品

環境省

GHG排出削減量・
モニタリング報告
補助金申請

補助金
(初期投資の1/2以下）

代表事業者：TESCO CO., LTD.
・JCM設備補助事業管理業務
・モニタリング報告提出
・補助金の受領

共同事業者: Engineering Department (Water 
& Sanitation),YCDC
・機器調達
・維持管理
・モニタリング実施

国際コンソーシアム

事業管理・監督
補助金の受渡しモニタリング報告

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
ポ
ー
ト
（技
術
協
力
）

川崎市
Yangon City Development 
Committee (YCDC)

都市間連携

支援 支援

既存ポンプ場への高効率ポンプ導入による省エネ事業



Others

“Green Innovation” in DKI-Jakarta “Green Innovation” in DKI-Jakarta 

JCM city-to-city collaboration between DKI-JKT 
and Kawasaki city in phase-1 (FY2017)

1)  JCM project formulation1)  JCM project formulation

2) Green Innovation actions, supported by   
Kawasaki city 

(site visit in Kawasaki, support for capacity development etc.)

2) Green Innovation actions, supported by   
Kawasaki city 

(site visit in Kawasaki, support for capacity development etc.)

MOEJ Programme

JCM subsidy project

JCM city-to-city 
collaboration in 
phase-2 (FY2018)

JICA Programme

JICA grassroots prj.JICA technical assistance

Other Programme

Other project scheme

新たな都市間連携の取組：
ジャカルタ市のグリーンイノベーション推進に向けた支援
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Project identification of renewable energy /new 
energy

- Solar power system
- Biomass power generation system
- Biogas power generation system
- Back-up power supply system
- Application of natural gas etc.

Green building

- High efficiency air conditioning system
- High efficiency lighting system
- Solid waste energy system 
- Back-up power supply system
- Heat shield film/panel
- Solar power system etc.

Low carbon water supply/sewerage management 
system

- High efficiency water pump system
- High efficiency waste water pump system
- Solid waste energy system etc.

グリーンイノベーション分野におけるジャカルタ市の関心分野
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かわさきグリーンイノベーションクラスター
への参加をお待ちしております！










